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1. 本稿の目的
多国籍企業における国際的な R & D活動を取
り上げた研究成果は, 既に多くの発表例が存在す
る｡ 先行研究の多くは, 海外／国際的な R & D









企業内研究所における R & D活動の目的は, 新
製品の開発や新技術の確立に結び付けることにあ
る｡ だが, R & D活動の成果がそのまま新規事
業として事業化される例は, さほど多くないと考
えられる｡ 他方, 日系多国籍企業による国際的な
R & D活動の取り組みの中で, 研究所からスピ
ンアウトし事業化された事例や, 国内外の R & D
活動を一体化させて新規事業に進出した事例がい
くつか存在している｡ こうした事例は国際的 R &
D活動による成功事例と捉える事ができると同時
に, 国際的な新規事業開発事例と見ることもでき
る｡ 本稿では試行的ながら, 国際的な R & D活










ても良い｡ 本稿では, 日系多国籍企業のグローバルな R & D活動に注目し, グローバルな R & D活動から産ま
れた新規事業, あるいはグローバルな R & D活動を伴う新規事業の例を 7ケース取り上げ, これら事業の成功
要因と失敗要因を定性的な分析から探求した｡ この結果, 新規事業の成功事例にはマネジメント面と技術的側面
における現地拠点の対内的ネットワークが濃密な場合と, 極めて希薄な場合の二通りのケースが存在している事
が明らかとなった｡ 中間的な関係を保つ対内的ネットワークの存在は, グローバル R & D活動を伴う新規事業
を不成功に導く要因である可能性が示された｡
キーワード：グローバル R & D, イノベーション, 多国籍企業
用し, 国際的な R & D活動を伴う新規事業開発
例の成功要因について検討を行ってみたい｡
2. 国際的 R & D活動の効果ならびに
成功事例に関する研究例
国際的な企業内 R & D 活動に限らず, R & D
















て, 日本企業の海外 R & D活動が企業全体の生
産性に及ぼす影響を検討した例として, Todo
and Shimizutani (2008) があげられる｡ Todo
and Shimizutani では, 経済産業省が行う ｢海
外投資統計総覧｣ 調査の個票データを利用して,
日本企業の海外 R & D支出から日本企業の全要
素生産性を計測している｡ その結果, 海外 R & D
活動が企業全体の全要素生産性を押し上げる効果
を持ち, 企業競争力向上に貢献していることを彼
らは報告している｡ Belderbos, et al. (2008) は
同様なデータを用いて, 海外子会社の R & D活
動と企業内技術移転が現地法人の生産性向上に寄
与していることを見出した｡ また, Iwasa and
Odagiri (2004) は日本企業の在米研究所が現地
技術資源の豊富な地域に立地し, 開発志向よりも
研究志向の強い R & D活動が, 日米における発
明活動に有意な影響を与えることを報告している｡
以上のように, ミクロデータを用いた計量経済







































ながると述べている｡ 椙山 (2009) は Honda
R & D of Americas (HRA) 等の事例分析を通



















先述したように, 国際的な拡がりを持つ R & D




測定が必要であると言える｡ 本稿は, 国際的な R










3. 国際的な R & D活動を伴う
新規事業化事例
日本企業を対象として国際的な R & D活動に














報については, 文献資料, 新聞記事, 社内資料,
ホームページといった記述的資料によって裏付け

























された NECI であったが, 活動を続けていく中










する NECIの場合, 定款上, 自らの手で事業を
行うことができなかった｡ また, 電子透かし技術
自体も NEC本体の事業とはうまく適合しなかっ











Inc.)｣ とし, 事業として NEC 北米研究所






・Signafy 社は, NEC USA 社の子会社とし
て設立され, 資本金は当初 220万米ドル｡ 事
務所はプリンストンの NEC北米研究所内に
置き, 従業員数は設立後 1年で 20名程度に




ビン (James Philbin) が社長を兼務｡
・また, 本技術を米国における DVD Copy













ことが決まった｡ さらに, 1999年 2月には日立
製作所, パイオニア, ソニーを加えた 5社で電子
透かし技術の統一化に合意し, 5社共同で Copy


















年 5月に, フィリップス , マクロビジョン, デ





















































キヤノンでは在英 R & D拠点であった Canon
Research Centre Europe Ltd. (CRE) ( 現
Canon Technology Europe Ltd.) から, 3社の
スピンアウト事例が存在している｡ 最初にスピン
アウトしたのは, オーディオ用高級スピーカーを
扱う Canon Audio Ltd. である｡ 二番目にスピ
ンアウトした事例としては, ゲーム用 3Dソフト
ウェアである RenderWare開発に伴って, 1993
年に設立された Criterion Software Ltd. (CSL)
が存在する｡ 第三番目の例として, 2004年に設
立された 3Dイメージソフトの Creative Dimen-
sion Software Ltd.がある｡




資本金は約 2億 5千万円とされている｡ CREで
進められてきた音響分野での R & D成果を応用
したオーディオ・スピーカーは, スピーカーの位
置に関わらずステレオサウンドを聴くことができ





Criterion Software Ltd. (CSL) は, 1993年 12
月に設立された｡ 資本金は 15万£とされ, CRE
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する｡ その後 2004年 7月に, 米国のゲームソフ
ト開発会社である EA (Electoric Arts Inc.) が,
CSLの買収を発表する｡ CSLの保有するゲーム
タイトルや RenderWare技術は EAに移ること
となった｡ この時点で CSLは従業員が 200名を
越え, 英国の本社だけでなく, 米国, フランス,
日本に拠点を持つ企業に成長していた｡
第 3 の事例である Creative Dimension Soft-
ware Ltd.は 2004年 7月に設立されたソフトウェ


















を行っている｡ もちろん, 海外 R & D活動も展
開しており, アメリカと欧州に自動車部品の研究・
開発を行う子会社を設立している｡ 本業とも言う
べき自動車関連の R & D活動を海外で行うとと
もに, 新規事業に結び付く海外 R & D活動にも
取り組んできた｡ それが IMRA EUROPE S. A.
S. (1986年フランス) と 1990年アメリカに設立
された IMRA AMERICA, INC.である｡ 両社と
も自動車関連の R & D活動ではなく, 従来の事
業とは異なる分野での R & D活動に期待がかかっ
ていた｡
























一人で, 米国人が七人, 日本人が十四人｡ 事業内
容はコンピューター, 新素材などに関連した自動
車先端技術分野の研究開発』 (日経産業新聞 1990
年 5月 28日) とある｡




R & D活動ではなく, 長期的な展望に立ち将来






た IMRA だが, アメリカに設立された IMRA
AMERICA, INC.は, 徐々に地域社会に溶け込む
と共に研究成果を輩出していく｡ 上記, 1990年 5






























だが, 2003年 12月には, 1999年から開発を開
始した小型ターボファンエンジン ｢HF 118｣ の
自社開発に成功した｡ さらに, この自社製ジェッ
ト・エンジン開発とともに, 2003年 12月 16日
にはビジネスジェット機である ｢Honda Jet｣ が,
米国ノースカロライナ州ピードモントトライアッ
ド空港で 2003年 12月 3日から飛行試験を開始し
た事を公表した｡ 同空港には 2001年に Honda R
& D Americas, Inc.の研究施設が置かれていた｡
その後 ｢Honda Jet｣ の開発をさらに進め, 2006
年 7月に米国ウィスコンシン州オシュコシュ市で
開催された ｢Air Venture 2006｣ で ｢Honda Jet｣
の事業化を正式表明し, 2006年 10月 18日には
米国フロリダ州オーランドで開催された ｢Na-
tional Business Aviation Association｣ で受注
活動を開始した｡ 最初の機体引き渡しは当初
2010年中が予定されていたが, 2009年になって
量産型の初飛行が 2010年 1月, 初号機の引き渡
しが 2011年第一四半期に変更された｡ ｢Honda









いう｡ ここは後に二足歩行ロボット ｢アシモ｣ や
バイオエタノール技術等を産み出す研究所である｡
ミシシッピ州立大学の協力を得て進められた航空
機開発プロジェクトは, 先に述べた ｢MH 02｣
型小型ジェット機の開発に結び付く｡ 実用化され








｢HF 118｣ と ｢Honda Jet｣ の開発に成功する｡
2004年 2月には世界最大の航空機用ジェット・
















エンジン合弁会社 GE Honda Aero Engines LLC
に 50％出資する親会社となる｡ Honda Aero,
Inc.は航空エンジン事業の開発以外について全て








には ｢Honda Jet｣ の開発責任者である藤野道格





ついては Piper Aircraft, Inc.と提携して行われ
る｡ このように現地企業と提携して販売・顧客サ
ポート活動を行う体制は, メキシコ, 欧州でも同
様である｡ 現在までの所, 1 機 390 万ドルの
｢Honda Jet｣ の受注機数は 100機以上とアナウ
ンスされている｡ 以上の R & D, エンジン製造,
機体製造, 航空機販売の構造を示すと図 1のよう
になる｡
これまで, ｢Honda Jet｣ 受注は好調であると


































が, ホンダは ｢Honda Jet｣ の量産化準備を着々
と進めてきた｡ 2007年 2月には Honda Aircraft
Companyの新本社屋の建設と格納庫の建設を開
始している｡ 建設場所は ｢Honda Jet｣ 開発の拠
点となった米国ノースカロライナ州ピードモント
トライアッド空港の敷地内である｡ この新本社／






電気, 東芝, アイシン精機, ホンダのうち, 電機
メーカー三社は海外研究所からのスピンアウト事













技術開発体制, 経営 Topの国籍, 事業推進体の
設立形態, 現時点における事業の状況を表 1にま
とめる｡ 各事業の中核技術獲得方法は, 現地の R
& D活動によって獲得した例が 6件, 日本側の R
& D活動が先行し, 現地での R & D活動が補完
的な役割を果たした例が 1件となる｡ また, 中核
的な技術をどのようにして開発したか, という観
点で比較してみると, 現地大学との連携によって
開発した例が 4件, 現地拠点独自の R & D活動




員が Topであるケースが 2件である｡ さらに,
企業としての設立形態を見ると, 現地統括法人出
資による設立が 2件, 現地研究開発法人出資によ




ると, 電機メーカー 3社の事例のうち, 現在でも
親会社側と関係を保ち事業活動を行っているのは
東芝の TeraView 社だけである｡ TeraView 社
については外部資金の導入, つまりベンチャー・




中核技術 技術開発体制 経営 Top 設立形態 現 状
Signafy 現地開発 大学連携 現 地 NEC USA子会社 事業停止
TeraView 現地開発 大学連携 現 地 TREL出資 事業継続
CANON Audio 現地開発 自主開発 現 地 Canon EU子会社 事業停止
Criterion 現地開発 自主開発 現 地 CRE子会社 会社売却
Creative Dimension 現地開発 自主開発 現 地 独 資 会社独立
IMRA 現地開発 大学連携 日 本 本社 100％出資 事業継続





























リー (2001) には, この Signafy社の設立経緯
が詳細に記されている｡ 電子透かし技術に関する










































活用できる領域での R & D活動推進が, 事業化
に結び付いた要因として指摘できるであろう｡ ま








うだろうか｡ ホンダは ｢Honda Jet｣ の開発に当
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たって, ミシシッピ州立大学の Raspet Flight











成功した｡ 1995年から 1996年にかけて約 70時
間に及ぶ飛行試験を行ったという｡ この実験によ
る成果が, 2003 年 12 月に初飛行した ｢Honda
Jet｣ の開発に生かされることになった｡ ホンダ
の航空機事業の研究開発は国内の研究所で始まり,




機事業の責任者は日本人であり, R & D活動は
日本側主導であったものの, 日米の R & D拠点
で同時進行的に R & D活動が推進されてきたと
言える｡ ホンダの場合も日本本社側がプロジェク






Kuemmerle (1997) の類型論に従えば, 日本電
















HBAタイプのR & D活動であったと言える｡ 従っ
て, ホンダの航空機開発プロジェクトは, HBE
とHBA双方の性格を持ち合わせたハイブリッド・
タイプとも言うべき性格を持つ, 国際的な R & D
活動の成果による新事業開発であったと言えるの
ではないだろうか｡










また, 現地 R & D活動の成果を土台にスピン
アウトした電機メーカー 3社の例は, 各社の国内
事業とは統合されておらず, 現地の独立性が高い
事業となっていた｡ これらメーカーの海外 R & D
拠点である東芝ケンブリッジ研究所, NECI,
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Bartlett and Choshal (1989) などで提唱されて
きたトランスナショナル・モデルとは異なり, き










































なる｡ 技術的な交流の低い TeraView と Crea-








と, 完全に日本側の影響下にある IMRA Amer-
ica と Honda Aircraft, および完全に日本側の
影響を排除した Creative Dimension と Tera-
Viewが事業を継続中である｡ この結果は, 先述
したように, 日本側の関与する余地を残しつつ現
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表 2 各事業例を対象にした従来型分析項目比較
Kuemmerlの分類 HBA Type HBE Type


























6. ま と め
国際的な R & D活動に限らず, R & D活動の
成果を客観的に捉えることは常に困難がつきまと
















多くの R & D 国際化研究と異なり, Subra-
maniam and Venkatraman (2001) や椙山














今後の R & D国際化に関する研究では, 製品
開発や実用化に向けた R & D活動に一層注目し
ていく必要もあるだろう｡ こうした取り組みの中
で, グローバルな新製品開発プロセス解明に加え
て, 本稿で取り上げた国際的な R & D活動を伴
う新規事業化例の研究も進めていかなければなら
ない｡ しかし, 国際的な R & D活動を伴う新規














際的 R & D活動を行いながら自社で新規事業化
を推進するケース (IMRA America や Honda
Aircraft) と, 完全にスピンアウトする形で新規
事業化を推進するケース (Creative Dimension
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